
第 7 回「医業経営の 非営利性等に 関する検討会」議事次第 

日 時 平成 1 7 年 4 月 1 5 日 ( 金 ) 

「 0 : 0 0 ～ 1 2 : 0 0 

場 所 厚生労働省 専 m 第 2 2 会議室 

( 中央合同庁舎第 5 号館 1 8 階 ) 

Ⅰ 与 H 手 

2  言事 轟 

3  質 

4 閉 

議 題 

(1 ) 

(2) 

(3) 

(4) 

題
疑
会
 

本
ま
 

透明性の確保 

安定した医業経営の 実現 

新たな医療法人制度の 方向， 性 

その他 



  
資料 卜 Ⅰ 医療法人の透明性の 確保について 

資料 1-2 認定医療法人の 資産要件について ( 考え方 ) 

資料 1-3  社会福祉法人・ 学校法人の財産保有の 状況 

資料 2- Ⅰ 証券取引法における 債券発行手続 

資料 2-2  医療保健業を 行う非営利法人に 関する税制一覧表 

資料 2-3 租税特別措置法に 規定される特定医療法人の 主な要件 

資料 2-4 特別 E 療法人が行 える 収益業務について 

資料 2-5 認定医療法人の 資産管理について ( 考え方 ) 

資料 3- Ⅰ 医療法人制度改革の 基本的な方向性について 

(= 後の議論のたたき 台 ) 

資料 3-2  医療法人制度改革の 基本的な方向性について 

( 「論点整理 ( 平成 1 6 年 1 2 月 ) 」と「たたき 台」の対比 ) 

参考資料規制改革，民間開放推進 3 ヵ年計画 ( 改定 ) ～医療法人関係抜粋 



一 

Ⅱ 

医療法 スの 透明作の確保 仁コ刀て 

  「公益法人制度改革に 関する有識者会議」報告書における 
「透明性の確保」にかかる 主な提言は 、 次のとおり。 

◆一般的な非営利法人制度 

  
  

0 財務状況の一般的な 開示等について 法定 
  

0 大規模な法人については、 会計監査人による 監査を義務付ける 方向で検討 
  

◆公益性を有する 非営利法人制度 
  

0 適正運営確保のあ り方 
  フライバシー 保護等に留意しつつ、 インターネットの 活用も含め、 国 
良一般に対して 情報開示 
  開示事項は、 業務・財務等に 係る事項、 な益性 判断要件に係る 事項、 
役員報酬や管理費の 水準等社会監視に 付すべき事項。 

0 事後チェック ( 監督 ) については、 
  事業報告書等の 定期的提出、 勧告                   公益性の判断の 取消し等を 
より明確なルールに 基づき適切に 行 う 。 
  公益性を有する 法人の活動実績を 踏まえ、 一定期間ごとにな 盃性 の 有 
無を確認する 仕組みを導入。 

( 参考 ) 公益法人制度改革に 関する有識者会議報告書～抜粋～ 
2. 一般的な非営利法人制度 
(3) 社団形態の非営利法人制度 
③ 社団形態の非営利法人の 規律の概要 

ェ 計算等 

理事 は 、 事業年度毎に 計算書類を作成した 上、 社員総会に提出し、 その承認を求めなければな 

うない。 

また、 法人の財務状況を 適切に開示するため、 社員及び法人の 債権 者 は 、 計算書類の閲覧又は 

謄 抄本の交付を 請求することができるものとするほか、 理事は、 社員総会の承認を 得た貸借対照 

表若しくほその 要旨を広舌 し、 又は、 広告に代え、 インターネット 上のウェブサイトに 表示しな 

ければならないものとする。 

(4) 財団形態の非営利法人制度 
② 財団形態の非営利法人の 規律の概要 

エ 計算等 

代表理事 は 、 事業年度毎に 計算書類を作成した 上、 評議員会に提出してその 承認を求めなけれ 

ばならないものとするほか、 法人の財務状況の 開示について、 社団法人と同様の 規律を設ける ち 

のとする。 

(5) その他 
① 大規模な法人に 関する特例 

一定規模以上の 法人については、 その事業活動や 取引関係を通じて 第三者に及ぼす 影響が大きい 
ことから、 大規模な株式会社に 関する規律を 参考にしつつ、 法人の実態を 踏まえ、 会計監査人によ 

る 監査を義務付ける 方向で検討する 必要があ る。 

  



3. 公益性を取り 扱う仕組みの 在り方 
(3) 適正運営確保のあ り方 
公益性判断を 受ける法人については、 お 益 性を有するに 相応しいしっかりとしたガバナンスを 求め 

るち のとし、 情報開示についてほ、 フライバシ一の 保護等合理的理由のあ るものを除き、 組織・運営 

等に関し国民一般に 向けた情報開示を 徹底することが 必要であ る。 

① ガバナンスのあ り方 

ウ 外部監査 

一般的な非営利法人の 場合には、 大規模な法人について、 会計監査人の 監査を義務付ける 方向 

で 検討する必要があ るとされている。 

外部監査を義務付ける、 大規模な 、 2 盗性を有する 法人の範囲を 考えるに当たっては、 現行 公 

盃 法人の実態や「公益法人の 指導監督体制の 充実等について」 ( 平成「 3 年 2 月 9 日公益法人の 

指導監督体制等に 関する関係閣僚会議幹事会申合せ ) において、 各府省は 、 資産総額が「 00 億円 

以上若しくほ 負債額が 50 億円以上文 は 収支決算額が「 0 億円以上の所管 む盃 法人に対し、 お調金 

計 上 等による監査を 受けることを 要請していることなども 踏まえ、 適切な水準を 設定することが 

適当であ る。 

② 情報開示のあ り方 

公益性を有する 法人の適正な 運営の確保を 図る観点から、 原則として広く 国民一般に対する 情報 

開示を求め、 社会全体により 当該法人の活動を 監視することにより、 当該法人の公益性に 心さわし 

い 規律を前提にした 自律機能の適切な 発揮を促すべきであ る。 

また、 公益性を有する 法人ほ、 不特定多数者から 寄附や労務の 提供を受けること 等が想定され、 

その活動を広く 国民一般に対し 説明することが 望ましい。 

さらに、 積極的な情報開示を 通じて、 公益性を有する 法人の活動内容の 透明性が高まることによ 

り 、 公益性を有する 法人の サーヒ スを国民が適切に 選択し、 享受することができるようになること 

が 期待されるほか、 公益性を有する 法人の活動に 対する国民の 理解を深め、 そうした活動への 協力 

  参加を促進すること 等を通じて、 民間非営利部門による 公益的活動の 一層の発展が 期待される。 

ア 情報開示の柏手 万と 方法 

む盃 性を有する法人による 情報開示 は 、 原則として、 国民一般に対し、 その事務所における 閲 

覧及び謄写によるほか、 公益性を有する 法人の負担にち 留意しつつ、 インターネットによる 開示 

を 求めることが 適当であ る。 

但し、 社員の氏名・ 住所等開示事項によって ほ 、 開示の柏手方を 限定するなど、 フライバシー 

の 保護にも留意すべさであ る。 

イ 情報開示の事項 

開示事項としては、 まず、 現行の指導監督基準において 原則として一般の 閲覧に供することと する資料とすることが されている業務及び 財務等に 肩 適当であ る。 

さらに、 な益 性の要件を継続的に 満たしているかどうかを 社会全体により 監視するため、 例え 

ぽ 公益師事業の 割合、 内部留保の水準等といった 公益性の要件に 関する事項を 分 ひ りやすく開示 

することが適当であ る。 

その他、 な発 性の要件には 属しないが、 例えば監査報告書等といった、 公益性を有する 法人の 

適正運営を確保するための 社会監視に付すことが 求められる事項についても、 分かりやすく 開示 

することが適当であ る。 

③ 事後チェック ( 監督 ) のあ り方 

ア 事後チェック ( 監督 ) の措置内容 

現行の主務官庁による 公益法人に対する 監督上の措置の 内容・要件が 必ずしも明確でないこと 

から、 どのような事由が 生じた場合にどのような 措置を講ずるかというか 事後チェック ( 監督 ) 

を 行う場合のルールを 明確化し、 信頼性・透明性の 高い仕組みとすることが 必要であ る。 

また、 事後チェッ ク ( 監督 ) の具体的措置内容として、 事業報告書等の 定期的な報告、 報告 徴 

収 ・立入検査、 勧告・命令、 公益性判断の 取り消し等を 、 他の法人法制等 ち 参考に法令上規定す 

ることが必要であ る。 
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Ⅰ ①医業経営の 基本原則について ｜ 

今 医療法における 位置付けについて 

0  社会福祉法に 倣い、 医業経営の理俳として、 次の「経営の 原則」を医療法に 
明示することとしてはどうか。 
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( 参考 ) 社会福祉法 : 社会福祉法人の 場合 
( 経営の原則 ) 

第 ?4 条 社会福祉法人は、 社会福祉事業の 主たる担い手として 心さ れ し い 事業を確実、 効果的 

か つ 適正に行 う ため、 自主的にその 経営基盤の強化を 図るととちに、 その提供する 福祉 

ワービスの質の 向上及び事業経営の 透明性の確保を 図らなければならない。 

Ⅰ ②経営情報の 信頼性の考え 方について ｜ 

1 1. 医業経営における「事業」の 透明性の確保 
｜ 

金事業報告について 

0  事業報告については、 医療法人が医療ワービスを 受ける者に対し、 提供する 
医療ワービス 等医療法人の 事業内容の提供を 行 う もの。 

0  事業活動の透明性と 信頼性の確保の 基盤として、 その在り方はど う あ るべき 
か 。 また、 医療法人の運営状況や 規模等を考慮して 検討すべきではないか。 
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  D. 医業経営における「会計」の 透明性の確保   

金 会計について 

0  会計については、 提供する医療ワービスの 基盤であ る経営情報として、 より 
一層の適正な 運営に資するもの。 

0  会計の透明性と 信頼性の確保の 基盤として、 その在り方はどうあ るべきか。 
また、 医療法人の運営状況や 規模等考慮して 検討すべきではないか。 

[ 医療法人の会計に 係る現状の取扱い ] 
  医療法人の経営情報 ( 決算 ) については、 医療法第 5 「 条 「決算の届出」に 
おいて、 毎年度の決算を「都道府県知事 ( 厚生労働大臣 ) の届出」することと 
し 、 同法施行規則第 33 条で「財産目録、 貸借対照表、 損益計算書」を 提出す 
ることを規定。 
  また、 医療法第 52 条「書類の整備、 閲覧」において、 「財産目録、 貸借対 
照 表、 損益計算書」の 作成、 事務所に備付け、 債権 者への開示 ( 閲覧 ) を規定 
  なお、 それらの会計処理は 通知により、 小規模医療法人への 配慮をしっ っ、 
原則として「病院会計準則」により 作成することとしている。 
( 参考 ) 医療法 
( 決算の届出 ) 

第 5 「 条 医療法人は、 毎会計年度の 終了後二月以内に、 決算を都道府県知事に 届け出なければ   
2  前項の規定により 届け出るべき 事項の細目及び 届出の手続きほ、 厚生労働省令で 定め 

る 。 

( 書類の整備、 閲覧 ) 

第 52 条 医療法人は、 毎会計年度終了後二月以内に、 財産目録、 貸借対照表及び 損益計算書を 
作り、 常にこれを各事務所に 備えて置かなければならない。 

2  医療法人の債権 者 は 、 医療法人の執務時間内はいつでも、 前項の書類の 閲覧を求める 
ことができる。 

医療法施ャ ラ 規則 
( 決算の届出 ) 

第 33 条 法第 5 「 条第 「項の規定により、 決算を届け出ようとするときは、 財産目録、 
貸借対照表及び 損益計算書を、 都道府県知事に 提出しなければならない。 

L ③情報公開の 推進の考え方について 
  

  

  「情報開示」による 透明性の確保 

金 情報開示について 

0  公益法人、 社会福祉法人等における 経営情報の積極的開示の 要請が求められ 
ているところ。 

0  医業経営の近代化・ 効率化に資するため、 医療法人における 経営情報の開示 
ほ ついて、 透明性と信頼性の 確保の基盤として、 情報開示の在り 方ほどさあ る 

べきか。 また、 医療法人の運営状況や 規模等を考慮して、 検討すべきではないか。 
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[ 医療法人の情報開示に 係る現状の取扱い ] 
  医療法第 52 条「書類の整備、 閲覧」において、 債権 者への開示 ( 閲覧 ) を 
規定。 

・ 医療法人運営管理指導要綱 ( 平成「 4 年 4 月改正 ) において、 「特定医療法 
人 、 特別医療法人及び 国・県から運営費補助を 受けている医療法人について 
は、 決算の概要の 広報、 関係者の求めに 応じた決算書の 閲覧などを行 う ことが 
望ましいこと。 」としている。 

( 参考 ) 平成「 4 年 3 月「医業経営の 在り方検討会」中間報告～抜粋～ 
0  医療法人の決算情報の 開示に関しては、 
「法人運営の 透明性や医療法人制度に 対する国民の 信頼性を高めることに 望ましいことでほ あ 

るが、 すべての医療法人に 一律に義務付けるべきとの 根拠に乏しく ( 法人運営の監督 ゃ 債権 者 保 

護の観点ひらすれ ば 、 現行の制度的枠組みで 担保がなされており、 また、 患者による医療機関選 

択の際の情報として 決算情報が不可欠とは 言い難い ) 、 行政としてほ 自主的開示を 促進されるた 

めの環境整備を 行 う ことにとどめることが 適当」 

との見解が一致したところであ る。 

ただし、 公益性の高い 特定医療法人・ 特別 E 療法人や国・ 県から運営費補助を 受けている医療法 

人に対し、 積極的開示を 要請すべきであ るという点については 異論がなかった。 
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